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特定の集団を対象とするミクロなサービスを展開する際，集団内での相互作用を考慮したシステムの開発が

重要である．本研究の目的は，複数人から構成される集団内での個人の選択行動が，他者の行動から影響を受け

ているという構造を明らかにすることである．そこで本研究では世帯内での出発時刻や活動時間に注目し，相

互作用項を含んだ離散連続モデルを用いることで，世帯内での行動における相互作用の存在を検証した．その

結果，出発時刻の選択において確かに他者の出発時刻の選択確率が相互作用として影響を与えていることを明

らかにした．また，出発時刻の選択構造の動的な特性にも注目し，前日の選択に影響を受けているという仮定

の下でモデルの動学化を行い，検証を行った．
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1. はじめに

カーシェアリングやデマンドバスなど，不特定多数

の個人ではなく特定の集団を対象としたミクロなサー

ビスを展開する際，その集団の構成要員同士の間で成

り立つ相互作用や集団全体から受ける協調効果を考慮

した交通システムの開発が，安定的な運営を行う上で

重要となってくる．こうした中で実際に利用者間の相

互作用について明示的に取り扱った研究はほとんどな

い．つまり，従来の独立した意思決定に基づくシステ

ムでは，コミュニティ内での個人間の相互作用や動学

的特性を考慮していないため，効率的な運用が難しい

といえよう．

本研究の目的は，複数人から構成される集団内での

個人の選択行動が他者の行動から影響を受け，同時に

他者の行動にも影響を及ぼしているといった，相互作

用の構造を明らかにすることである．そこで本研究で

は世帯内での出発時刻や活動時間に注目し，離散連続

モデルをベースとした，個人間相互作用を含んだモデ

ルを適用することで，世帯内での行動における相互作

用の存在を検証する．最終的に，出発時刻の選択にお

いて他者の選択と自分の選択が相互作用として影響を

与えあっている構造を，構造推定による計算によって

明らかにすることを目指す．同時に，選択構造の動的

な特性にも注目し，前日の選択結果が翌日の選択結果

に影響を及ぼすという仮定のもとモデルの動学化を行

う．これにより出発時刻の選択に置ける動的特性につ

いての知見を得ることを目指す．

2. 研究のフレーム

(1) 既往研究の整理と本研究の位置づけ

集団内における生活行動について分析した研究とし

て，ゲーム理論による表現や社会的相互作用の研究等

があげられる．

ゲーム理論を用いた相互作用の表現についてはBell et

al.(2004)1)のタクシーサービスの研究などがある．ゲー

ム理論は，複数の主体 (プレイヤー)が存在する状況下

の意思決定を研究対象とした分野であり，互いの利益が

一致しない状況において，自らの利得が他者の戦略に

依存している状況や，それに対する戦略について解明

を試みている．この理論は動学的な問題にも適用する

ことができ，動学化されたゲーム理論を特に進化ゲー

ム理論と呼ぶ．進化ゲーム理論では，静学的なゲーム

理論に比べ，プレイヤーの学習アルゴリズムや意思決

定の不確実性，プレイヤーの均質性について説明する

ことができるという点で優れている．

社会的相互作用を取り扱った分析手法としては，相互

作用を受ける人物を特定したローカルインタラクション

モデルと，集団全員から平均的に影響を受けるグローバ

ルインタラクションモデルの大きく 2つに分けることが

できる．代表的な研究としてグローバルインタラクショ

ンモデルを適用した例として，福田ら (2002)7)の違法駐

輪行動に関する研究で駐輪場所の選択が集団の選択割

合に影響される構造が示されている．ローカルインタ

ラクションモデルについては Draganska et al.(2008)2)

の企業の立地戦略に関する研究などがある．

本研究では，社会的相互作用を用いたモデルのうち，
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個人間の相互作用を記述することができるローカルイ

ンタラクションモデルを用いて集団における相互作用

の定式化を行う．特に世帯内での出発時刻の選択にお

いて，相互作用項を含む動的な離散連続モデルにより

異時点間のマルチエージェントの意思決定の変化を記

述したモデルの提案を行う．本研究は家庭内というミ

クロなスケールの集団内における，動学的な生活行動

を記述するという点に独自性がある．

(2) 定式化のフレーム

a) activity-based approach

人の 1日の活動は，その日に行われる 1つ 1つのト

リップではなく，それらトリップの連鎖によって生まれ

るトリップ・チェインによって特徴づけられる．その

ため，活動を分析する場合には生のトリップデータで

はなく，トリップデータを加工し新しくツアーのデー

タを作成する必要がある．本研究では自宅を出発地と

するトリップから帰宅トリップまでの一連のトリップ・

チェインをツアーデータと定義づけ，これらのツアー

データを元に分析を行う．

b) 離散連続モデル

本研究では，離散連続モデルを用いて 1日の活動の

出発時刻/活動時間の選択構造を定式化する．離散連続

モデルは，離散的な選択行動と連続量に関する選択行

動が関連付けられている構造を記述することができる

モデルで，離散問題と連続問題を独立に推定した場合

に生じるサンプリングバイアスを修正することができ

る．本研究では離散連続モデルの 1つである，Tobit-V

モデル (Maddala,1983)3)を用いた．このモデルは誤差

項分布の相関関係を表す関数に正規 copulaを仮定した

モデルと捉えることができ，また誤差項の分布にガン

ベル分布を仮定することで多項選択問題に拡張するこ

とが可能であることが示されている (Lee,1983)4)．

Tobit-Vモデルは，2項選択問題および，それぞれの

選択肢における連続問題の以下の 3つの式からなる．

ys =

{
0 (us > 0)

1 (us ≤ 0)
(1)

yc1 =

{
uc1 (us > 0)

0 (us ≤ 0)
(2)

yc2 =

{
0 (us > 0)

uc2 (us ≤ 0)
(3)

ここで，ysは離散問題の選択結果，yc1は，ys = 1を

選んだ際の連続問題の選択結果，yc2は，ys = 0を選ん

だ際の連続問題の選択結果を表す．また，us は離散問

a

b

a

b

a

b

図–1 NPL法による計算プロセス

題の効用関数，uc1，uc2は各選択肢での連続量を表し，

以下の式で表される．

us = βsxs + εs (4)

= vs + εs (5)

uc1 = βc1xc1 + εc1 (6)

= vc1 + εc1 (7)

uc2 = βc2xc2 + εc2 (8)

= vc2 + εc2 (9)

βはパラメータベクトルで，xは説明変数ベクトルで

ある．また，εs，εc1，εc2 はそれぞれの誤差項を表す．

このとき，誤差項は以下のような共分散構造に従う 3

変量正規分布と仮定する．

 εs

εc1

εc2

 ～N


 0

0

0

 ,

 1 ρ1σ1 ρ2σ2

ρ1σ1 σ2
1 0

ρ2σ2 0 σ2
2




(10)

ただし，ここでの ρ1，ρ2は離散値の効用関数と連続

量の誤差項の相関係数，σ1，σ2は連続量の誤差項の標

準偏差である．

c) NPL法

相互作用を加えた式には，自分の効用関数に他者の選

択結果の決定確率が入れ子となって含まれている．また，

同様に他者の効用関数にも自分の選択確率の決定確率が

入れ子となって含まれている．このような，式同士が互

いに入れ子になっている問題を解くための手段として構

造推定アプローチがあげられる．構造推定アプローチは，
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表–1 PP調査概要

期間 2009/10/29 2009/11/27

対象者 (世帯数) 24人 (12世帯)

トリップ数 2784件

ツアー数 429件

個人が特定の経済理論モデルの中で最適な行動をとって

いるという前提の下で，その経済理論を特定化するパラ

メータを推定する手法である．構造推定アプローチの包

括的なレビューには Aguirregabiria and Mira(2010)5)

が存在する．本研究では，構造推定アプローチの 1つ

である NPL法 (Nested Pseudo Maximum Likelihood

Algorithm, Aguirregabiria and Mira, 2002)6)を用いる．

NPL法の計算プロセスを図 1に示す．このように，確

率−→p を代入し最適化した効用関数に基づいて再び確率
−→α を更新する，という計算を−→α が収束するまで繰り返
すことにより，入れ子の構造を解くことが可能となる．

3. データ

(1) データ概要

本研究では，2009年に横浜都市圏で実施されたプロー

ブパーソン調査 (以下PP調査)データを用いる．PP調

査とは，携帯電話やスマートフォンと連動したダイア

リーを用いてモニターの移動活動記録と位置を計測す

る調査であり，同一個人の長期間の移動経路と活動内容

が把握できる点に大きな特徴がある．PP調査はトリッ

プ時にリアルタイムでトリップ開始・終了データを収集

し，出発時刻や移動時間といった個人の時間利用に関す

るデータを大量かつ正確に取得することができる．ま

た，PP調査などの紙媒体の調査では無視されがちな，

短時間の移動についても記入漏れがなく，加速度情報や

位置情報とともに詳細なデータを得ることができるの

も大きな特徴といえよう．データの概要を表 1に示す．

また，トリップデータを加工して得られたツアーパ

ターンの内訳は表 2に示した通りである．全体的な傾

向として，ストップ数が 3から 4以下のものが多いこ

とが分かる．

(2) データ分析

a) 出発時刻

出発時間の分布について，図 2に義務トリップを含

むツアー (以下，義務ツアーと呼ぶ)及び義務トリップ

を含まないツアー (以下，非義務ツアーと呼ぶ)の出発

時刻の分布を示す．義務ツアーは 6時から 8時の午前

中に集中して分布している．一方非義務ツアーは午前

から午後まで広く分布している．このことから，義務

表–2 ツアーパターン内訳

ツアーパターン データ数

非義務 HOH 110

HOOH 47

HOOOH 17

HOOOOH 11

HOOOOOH 3

HOOOOOOH 5

義務 HWH 188

HWOH 35

HWOOH 10

HWOOOH 2

HOWH 1

HOWOH 1
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図–2 義務ツアー・非義務ツアーの出発時刻分布
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図–3 出発時刻の変動

ツアーの選択は出発時刻の選択に大きな影響を与えて

いると推測できる．

次に，出発時刻の日変動を，図 3に示す．モニター

のうち 1世帯の夫婦 (yd007,yd008)の出発時刻の推移

を集計すると，月曜日から金曜日にかけての平日は両

者ともほとんど変動がないことが分かる．平日の出発

時刻を選択する時，前日の出発時刻の影響を強く受け

ていると考えられる．

b) 活動時間

1日の活動時間の分布を図 4に示す．義務ツアーと非

義務ツアーの活動時間の分布を集計したところ，義務

3



0

10

20

30

40

50

60

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

( )

図–4 義務ツアー・非義務ツアーの活動時間分布

図–5 出発時刻及び活動時間の同時分布

ツアーの活動時間はほとんどが 10時間以上で長時間で

あるのに対し，非義務ツアーの活動時間は 8時間以内

の短時間のものが多いことが分かる．次に，出発時刻

と活動時間の分布の関係について同時分布を図 5に示

す．図より出発時刻が早いほど活動時間が長くなる傾

向にあることが分かる．出発時刻と活動時間に負の相

関関係があり，その選択構造が独立でないことを示し

ている．

4. モデルの定式化

(1) 出発時刻/活動時間選択モデル

前章で分析した結果を踏まえ，離散連続モデルをベー

スに出発時刻/活動時間の選択を以下のように定式化す

る．離散選択問題，すなわち出発時刻の午前/午後選択

問題における個人 iの d日目の効用の確定項 vsを以下

のように仮定する．

vs,d,i = α0 + βxam,i,d−1 + γpd,−i (11)

ここで，α0は定数項，xam,i,d−1は前日に iが午前に

出発したことを表すダミー変数，pd,−iは同日に配偶者

が午前中に出発する確率である．

表–3 出発時刻-外出時間選択モデル推定結果

説明変数 パラメータ ｔ値

定数項 1.094 2.76 *
出発時刻 前日ダミー 0.010 0.16

相互作用 0.803 1.59

定数項 2.469 21.61 **
外出時間 HOH -0.600 -3.92 **
(午前) HOOH -0.322 -2.12 **

HOOOH -0.272 -1.24
HOOOOH -0.118 -0.72
HWH 0.227 1.95
HWOH 0.186 1.43
HWOOH 0.147 0.93

定数項 3.075 13.62 **
外出時間 HOH -0.107 -0.97
(午後) HOOH 0.356 2.58 *

HOOOH - -
HOOOOH 0.609 0.64
HWH 3.384 1.95
HWOH 6.011 2.45 *
HWOOH - -

標準偏差 (午前) 0.612 -8.98 **
誤差項分布 相関係数 (午前) -0.959 -11.06 **

標準偏差 (午後) 2.004 5.99 **
相関係数 (午後) 0.998 5.49 **

サンプル数 428
初期対数尤度 -1284.95
最終対数尤度 -184.24
対数尤度比 0.857
修正済み尤度比 0.822
∗ は 5％有意，∗∗ は 1％有意

連続問題について，活動時間の確定項 vcを以下の式

12のように仮定する．

vcj∈J{1,2} = t0cj + tcjxtour (12)

t0cj は定数項，xtour はツアーパターンのダミー変数

ベクトルである．

以下，式 11及び式 12の仮定のもと，離散連続モデ

ルのパラメータを推定する．

(2) 推定結果

モデルの推定結果は表 3のようになった．モデルの

全体的な適合度を表す修正済み尤度比は 0.822で，こ

のモデルは説明力を持つことが分かる．

出発時刻選択問題について，前日に午前中に出発し

たことを表すダミー変数のパラメータの値の t値は有

意でない．出発時刻の選択構造においては前日の選択

結果はそれほど影響を与えていないことが分かる．原

因としては，平日と休日で選択に大きな差があるため，

ただ前日の選択結果と置いただけでは十分な評価がで

きていないからと考えられる．次に，相互作用項のパ

ラメータについて，t値は有意には達していないものの

ある程度の値を持っており，パラメータの値は正値な

ので，配偶者が午前中に出かける確率が高いほど，自

身も午前中に出かける確率が高くなるという構造が存

在すると考えられる．

活動時間については，各ダミー変数のパラメータの

値は，ストップ数が増えるほど大きくなっており，およ

そ現実に即した値をとっている．また，離散問題の誤
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差分布と連続問題の誤差項の分布の関係は，午前中に

出発した場合の活動時間との相関関係は-0.959でかな

り強い負の相関関係を持っているのに対し，午後に出

発した場合の活動時間との相関関係は 0.998で強い正

の相関関係を持っている．出発時刻と外出時間には密

接な関係があることが分かる．

5. 結論

(1) 結論

本研究では，離散連続モデルによる出発時刻/活動時

間の選択モデルに相互作用項を加えることで，世帯内

における出発時刻の選択構造に相互作用の効果を検証

した．その結果，以下のことが明らかになった．

• 離散連続モデルを用いることで，活動時間の選択
構造に発生しうるバイアスを補正した推定を行う

ことができた．

• 出発時刻の選択において，世帯内の他者の選択構
造が自身の選択構造に影響を与えている構造が明

らかになった．

• 動学的には，前日の選択結果からほとんど影響を
受けておらず，逐次的に選択を行っているという

結果が得られた．要因としては平日と休日の選択

構造の違いが考えられる．

(2) 今後の展望

本研究においては，出発時刻選択において午前午後

の単純な 2項選択構造について定式化を行ったが，実

際の生活行動においてはさらに細かい分け方における

Dynamic mutual adjustment process on discrete-continuous model applied

Yuya Wakabayashi and Eiji Hato

選択構造が必要になる．説明変数についても活動目的

と相互作用，および前日の活動結果のみを取り扱った

が，政策評価を行う上では，費用や移動先についての

評価も欠かせないので，明示的に組み込む必要がある．

また，本研究では相互作用項のパラメータを全ての個

人で等しいものとしているが，現実的には相互作用は

非対称な構造を持つと考えられるので，パラメータを

分けて推定することが今後の課題として挙げられる．
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